
大洲市高齢者見守りネットワーク 
目的  高齢者の孤独死を予防し、安心して暮らせる地域づくりを行う 

内容  協定事業者が日常業務の中で、訪問した家庭において日常と異なる 

     不審な点に気付いた際に、地域包括支援センター又は在宅介護支援 

     センターに情報提供を行う。 

     市は情報提供に基づき、民生委員等地域と連携を図り、状況確認を行う 

     とともに、必要な場合には対応を行う。 
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地域包括ケアシステム構築に向けた取組事例（様式） 

 

① 区町村名 大洲市 

② 口（※１） 47,244人          （H25年 3月末現在） （    ） 

③高齢化率（※１） 

（65 歳以上、75 歳以上そ

れぞれについて記載） 

65歳以上  30.5％ 

75歳以上  17.9％ 

              （H25年 3月末現在） 

（    ） 

④取組の概要 高齢者世帯を訪問することの多い民間事業者と協定を締結し、高齢者の異変を

察知した際の情報提供を行なってもらうことにより、「高齢者見守りネットワー

ク」を構築するもの。 

⑤取組の特徴 

 

・自宅を訪問する機会の多い民間事業所と協定を締結。 

・情報提供があった場合は速やかに大洲市地域包括支援センター及び在宅介護

支援センター（包括ブランチ、4箇所）また民生委員等が連携して対応する。 

・対応結果を情報提供元にフィードバックする。 

⑥開始年度 平成 24年度 

⑦取組のこれまで

の経緯 

独居高齢者や高齢世帯の増加に加えて、近隣住民との関係の希薄化等により孤

立してしまうケースが増えている。そのため地域のコミュニティー力の強化と

ともに民間事業所に協力を求めることとなり、平成 25 年 2 月 20 日に締結式を

行なった。 

⑧主な利用者と人

数 

大洲市住民  ・愛媛新聞、毎日新聞、朝日新聞、聖教新聞購読契約者 

       ・コープえひめ利用者 

⑨取組の実施主体

及び関連する団

体・組織 

実施主体：大洲市 

関連団体：大洲市地域包括支援センター（サブセンター含む）、在宅介護支援セ

ンター、14事業所【詳細は別紙参照】 

⑩市区町村の関与

（支援等）（※２） 

大洲市地域包括支援センター（サブセンター大洲中央、大洲東、大洲西含む）

および在宅介護支援センター（地域包括支援センター窓口（ブランチ）業務委

託）が窓口となり、通報への対応を行なう。 

⑪国・都道府県の関

与（支援等）（※３） 

 

⑫取組の課題 平成 25 年 2 月 20 日の協定締結後、事業は開始しているが、情報提供の実績は

まだ少ない。また個人情報の取り扱いには慎重を期す必要がある。 

⑬今後の取組予定 一定のスパンごとに各事業所の実績をとりまとめ、事業効果等を検証すること

により、潜在する地域的課題の抽出や地域のニーズの把握に役立つと考えられ

る。 

⑭その他  

⑮担当部署及び連

絡先 
大洲市市民福祉部 高齢福祉課 高齢者福祉係（TEL 0893—24—1714） 

※１ 一部地域に限定した実施の場合は、当該地域の人口・高齢化率を（  ）内に記載してください。 

※２ 市町村から財政的支援が行われている場合には予算額等を含めて記載ください。 

※３ 国や都道府県から財政的支援を受けている場合は、補助金や交付金等の名称、額等を含めて記載

ください。 

（愛 媛 県） 

  

 



  

 



  

 



  

 



  

 



 

 


